
株式会社 静岡中央銀行 
 

 

第 132 期(平成 18 年 3 月期)決算の特徴 
 

 

     決 算  の 状  況   

 

【連結損益の状況】 ･･･増収増益・・・ 

◆連 結 経 常 収 益     １１，１２３百 万 円  前 期 比  +２９３百 万 円   ２．７％増 収  

◆連 結 経 常 利 益      ２，３７８百 万 円  前 期 比  +６８６百 万 円  ４０．５％増 益  

◆連 結 当 期 純 利 益     １，２６１百 万 円  前 期 比  +３１１百 万 円  ３２．８％増 益

    連結経常収益は１１，１２３百万円（前期比＋２９３百万円２．７％の増収）となり、

連結経常費用は８，７４４百万円（前期比△３９２百万円）となり、この結果、連結経

常利益は２，３７８百万円（前期比＋６８６百万円４０．５％の増益）となり、当連結

純利益は１，２６１百万円（前期比＋３１１百万円３２．８％の増益）を計上、増収増

益の連結決算となりました。 

 

【単体損益の状況】 ･･･増収増益・・・ 

◆経 常 収 益 １１，０８５百 万 円   前 期 比  +３００百 万 円   ２．７％増 収  

お取引先の資金需要や貸出利回りが堅調であったことなどにより、貸出金利息は減少して

いるものの本業の預貸利益が予想を上回り堅調に推移したことと、有価証券利回りのアップ

により有価証券利息配当金が増加したことなどにより資金運用収益が９，８０６百万円と前

期比９１百万円増加いたしました。さらに役務取引等収益の増加やその他経常収益の増加に

より、経常収益は前期比３００百万円２．７％増収の１１，０８５百万円となりました。  

◆経 常 利 益    ２，６４０百 万 円   前 期 比  +８６２百 万 円  ４８．５％増 益  

資金運用収益、役務取引等収益等の増加により経常収益が３００百万円増加。お客様の利

便性の向上やニーズにあったシステム投資等により営業経費は増加しましたが、一般貸倒引

当金繰入額が戻入超過および個別貸倒引当金繰入額が減少したことにより貸倒引当金繰入額

が減少し、経常費用は前期比△５６２百万円減少の８，４４４百万円となりました。 

経常収益の増加、経常費用の減少により、経常利益は、前期比８６２百万円 ４８．５％

増益の２，６４０百万円となりました。 

業務純益は、経費の増加などにより、前期比△１９３百万円減益の３，４７５百万円と

なりました。 

◆当 期 純 利 益   １，１５９百 万 円   前 期 比  +１８１百 万 円  １８．５％増 益  

    当期より固定資産の減損会計を適用、減損損失２３８百万円を計上するなど特別損失が

増加いたしましたが、経常利益が増加したことにより当純純利益は前期比１８１百万円

１８．５％増益の１，１５９百万円を計上、増収増益の決算となりました。  
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株式会社 静岡中央銀行 

 

 健  全  性  の 状  況   
 

【自己資本比率（速報値）－国内基準－】 ・・・１０％以 上 堅 持 ・・・ 
 

◆自 己 資 本 比 率 （連 結 ） １０．９５％           

1111111111111111基 本 的 項 目 であるＴier1 比 率  ９．３９％     

◆自 己 資 本 比 率 （単 体 ） １０．９１％  

11111111111111基 本 的 項 目 であるＴier1 比 率  ９．３８％ と９％以 上 を確 保    

 

         自 己 資 本 比 率 は単 体 で１０．９１％、基 本 的 項 目 であるＴｉｅｒ１のみでも 9.38％と国 内 基 準 で

定 められている４%の倍 以 上 を確 保 しています。  

                                                           単 位 ： ％ 

１８年 ３月 末 １７年 ９月 末 １７年 ３月 末  １７年 ３月 末 比 

国 内 基 準 自 己 資 本 比 率 <連 結 > １０．９５ １０．８７ １０．８８ ０．０７ 

内 Ｔier1 自 己 資 本 比 率   ９．３９  ９．２８  ９ .２６ ０．１３ 

国 内 基 準 自 己 資 本 比 率 <単 体 > １０．９１ １０．９０ １０．９１ ０．００ 

内 Ｔier1 自 己 資 本 比 率   ９．３８  ９．３１  ９ .２８ ０．１０ 

 

 

 

【不良債権の状況（単体）】 ・・・不 良 債 権 比 率 は 3％台 を堅 持 ・・・ 
 

◆リスク管 理 債 権 の総 貸 出 金 に占 める割 合 は ３．６９％ 

11111111111111金 融 再 生 法 開 示 債 権 の総 与 信 に占 める割 合 は ３．６８％  

 

《リスク管 理 債 権 》                                      単 位 ：百 万 円          

 １８年 ３月 末 １７年 ９月 末 １７年 ３月 末  １７年 ３月 末 比  

リスク管 理 債 権 合 計  １３，１２１ １３，３７８ １１，６２７ １，４９３

総 貸 出 金 に占 める割 合  ３.６９％ ３．７９％ ３．２８％ ０．４１％

担 保 ・保 証 等 によるカバー率  ９０．２１％ ９０．３７％ ８８．１４％ ２．０７％

 

 《金 融 再 生 法 開 示 債 権 》                                  単 位 ：百 万 円  

 １８年 ３月 末 １７年 ９月 末 １７年 ３月 末  １７年 ３月 末 比  

開 示 債 権 合 計  １３，１４４ １３，４３８ １１，６３７ １，５０６

総 与 信 に占 める割 合  ３.６８％ ３．７９％ ３．２７％ ０．４１％

担 保 ・保 証 等 によるカバー率  ９０．２３％ ９０．５１％ ８８．１６％ ２．０７％
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株式会社 静岡中央銀行 

 

  預貸金の状況（単体）  
 

【貸出金の状況】  

◆貸出金残高 ３５５，２６９百万円 前 期 比  +１,４８８百万円 ０．４％増加 

                         内中 小 企 業 等 向 け貸 出 金 比 率 は９０．０２％  

  

貸出金につきましては、地域の中小企業や個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニ

ーズに積極的に対応すべく営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の貸出金残高は前年度末に比べ１，４８８百万円０．４％増加し 

３５５，２６９百万円となりました。中小企業等向け貸出金は前年度末に比べ１，１３７

百万円０．３％増加し、３１９，８２９百万円となり、貸出金に占める中小企業等向け貸

出金の比率は９０．０２％となりました。  

                                                    単 位 ：百 万 円  

 １８年 ３月 末  17 年 ９月 末 17 年 ３月 末  １７年 ３月 末 比  

貸 出 金 残 高  ３５５，２６９ ３５２，６８０ ３５３，７８１ １，４８８

内 中 小 企 業 等 向 け貸 出 金  ３１９，８２９ ３１７，６０８ ３１８，６９２ １，１３７

中 小 企 業 等 向 け貸 出 金 比 率  ９０．０２％ ９０．０５％ ９０．０８％ △０．０６％

貸 出 金 平 残  ３５３，７７３ ３５２，５９７ ３５３，９３４ △１６０

 

 

 【預金の状況】 

◆預金残高 ４２２，７８５百万円 前 期 比  +１，７９４百万円 ０．４％増加 

    内個人預金 ３０７，７４５百万円 前 期 比  +１，０８４百万円 ０．３％増加 

 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開、個人預金を中心に積

極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の預金残高は前年度末に比べ１，７９４百万円 ０．４％ 増加し  

４２２，７８５百万円となり、個人預金は前年度末に比べ１，０８４百万円 ０．３％ 

増加し３０７，７４５百万円となりました。  

                                                    単 位 ：百 万 円  

 １８年 ３月 末  17 年 ９月 末 17 年 ３月 末  17 年 ３月 末 比  

預 金 残 高  ４２２，７８５ ４２１，２６５ ４２０，９９１ １，７９４

内 個 人 預 金  ３０７，７４５ ３０８，３３６ ３０６，６６１ １，０８４

預 金 平 残  ４１５，８３６ ４１６，０３９ ４１２，７３０ ３，１０５
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株式会社 静岡中央銀行 

 

 有価証券の状況（単体）  
 

【有価証券評価損益の状況】 

◆有価証券評価益（ネット） ８，４４０百万円 前期比 +３，０８０百万円の増加 
 

株 価 上 昇 など市 場 の好 転 を受 け、有 価 証 券 評 価 益 は、８，４４０百 万 円 （評 価 益 ９，０５１百 万 円 、

評 価 損 ６１１百 万 円 ）となりました。    

 

 

 

  固定資産減損会計について  
  

    ◆当期より適用、２３８百万円を特別損失に計上 

「固定資産の減損会計」とは、固定資産の市場価値や収益性の低下により投資額の回収

が見込めなくなった場合、回収可能額まで固定資産の帳簿価格を減額する会計処理であり、

当期より適用しています。 

    当行は、平成１０年３月３１日に土地の再評価に関する法律に基づき事業用土地の再評

価を行ったことにより、再評価後の地価の下落により含み損を有し将来キャッシュ・フロ

ーを生まない遊休資産について減損損失を認識、２３８百万円を特別損失に計上いたしま

した。 

    なお、当行は管理会計上の最小単位を営業店単位としておりますが、固定資産の減損処

理に当たっては、営業エリアを１単位としてグルーピングを行っています。 
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              平 成 １８年 ５月 １９日  

平 成 １ ８ 年 ３ 月 期  決 算 短 信 （ 連 結 ）  

   

会社名   株式会社 静岡中央銀行 
本社所在地  沼津市大手町四丁目７６番地 

[問合せ先          ] 責任者役職名 取 締 役 企 画 部 長        氏  名  林 道弘 ＴＥＬ055-962-6113 

決 算 取 締 役 会 開 催 日    平成１８年５月１９日         特 定 取 引 勘 定 設 置 の 有 無  無 

            

  1．平成１８年３月期の連結業績(平成１７年４月１日～平成１８年３月３1 日) 

    (１) 連結経営成績    (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

      百万円   ％ 

１１,１２３   （２.７） 

１０,８２９   （０.７） 

     百万円   ％ 

２,３７８   （４０.５） 

１,６９２   （１７.４） 

       百万円   ％ 

１,２６１   （３２.８） 

９４９   （２７.７） 

 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後株

当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率

総資本 

経常利益率 

経常収益 

経常利益率 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

  円 銭 

５０ ７６ 

３７ ８２ 

   円 銭 

― 

― 

％

 ３.６２ 

２.９８ 

％

６.８３ 

５.３２ 

％

２１.３８ 

１５.６２ 

 （注） ①持分法投資損益     １８年３月期    －百万円  １７年３月期    －百万円 

②期中平均株式数（連結） １８年３月期 ２４，０００千株  １７年３月期 ２４，０００千株 

           ③会計処理の方法の変更 有 

           ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

    (２) 連結財政状態 

 
総資産 株主資本 株主資本比率

１株当たり 

株主資本 
連結自己資本比率

 

１８年３月期 

１７年３月期 

   百万円

４６６，３６０ 

４６1，０６８ 

   百万円

３４，７８４ 

３１，８０５ 

     ％

７．４ 

６．８ 

    円 銭 

１，４４７． ５５ 

１，３２３． ４５ 

(国内基準) ％

１０．９５ 

１０．８８ 

（注） ①期末発行済株式数（連結） １８年３月期 ２４，０００千株  １７年３月期 ２４，０００千株  

              ②１８年３月期 連結自己資本比率は速報値であります。 

 

    （３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ･フロー 

投資活動による 

キャッシュ･フロー 

財務活動による 

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同物

期末残高 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

      百万円   

４４２ 

８,３８６ 

     百万円   

９３ 

△４，０８９ 

      百万円   

△１２１ 

△１２０ 

    百万円 

１２,００２ 

１１,５８７ 

     

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

       連結子会社数 ３社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社 

 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

       連結（新規） －社 （除外） －社  持分法  （新規） －社 （除外） －社    
 

２．１９年３月期の連結業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 

中間期 

通 期 

        百万円 

５，１８０ 

１０，６００ 

        百万円 

８５０ 

１，８２０ 

百万円

５００ 

１，１００ 

    (参考)１株当たり予想当期純利益（通期） ４４円 ０４銭  

     ※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、 

今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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平成１8 年３月期 連結決算短信 添付資料 
株式会社 静岡中央銀行 

 

Ⅰ．企業集団の状況 
１．企業集団の事業の内容 

   当行グループは、当行、連結子会社３社（静岡中央信用保証（株）、岳洋産業（株）、富士ビジネスサ

ービス（株））で構成され、銀行業務を中心に信用保証業務等の金融サービスを提供しております。 

 
２．企業集団の事業系列図 

                        本店及び支店４1 ヶ店 

   株式会社 静岡中央銀行   国内           静岡中央信用保証（株）［信用保証業］ 

                        子会社   岳洋産業（株）［不動産管理賃貸業］ 

                              富士ビジネスサービス（株）［メール等業務］ 

                                               〈休眠中〉 

Ⅱ．経営方針 
１．経営の基本方針 

 当行は、｢堅実で健全な経営｣を経営理念に掲げ、 “お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行”

を目指し、良質な資産の積上げと安定的な収益基盤の構築に努め、健全性と収益性のバランスのとれた

成長を図ることに努めております。 

 
２．利益配分に関する基本方針 

   当行は、地域金融機関として、長期に亘り安定した収益を確保するとともに、配当につきましても安

定的な配当を継続することを基本方針としております。 

    
３．目標とする経営指標 
  【第 6 次中期経営計画『パワーアップⅡ』（18 年４月～20 年 3 月の 2 年間）】の収益目標として、｢基

礎的利益 87 億円｣「コア業務粗利益 100 億円」、「コア業務純益 30 億円」を掲げております。また健全

性指標として、「自己資本比率１１％台」、「不良債権比率２％台」を目指しております。 

※ ｢基礎的利益｣＝預貸利益+役務利益 

 
４．中長期的な経営戦略 

  当行は、今年 4 月よりスタートさせた【第６次中期経営計画『パワーアップⅡ』（１８年４月～２０

年 3 月の 2 年間）】のもと、“お客様・地域社会に信頼される、いきいき輝く銀行”の実現を目指してお

ります。 

【お客様に信頼される、いきいき輝く銀行】 

基本方針 ①「お客様中心主義」  ②「響きあう組織」  ③「革新へのチャレンジ」 

基本戦略 ①意識改革によるパワーアップ ②質の高い人材の育成・活性化 

 ③優良資産の拡充 ④営業体制の効率化による活力向上 ⑤リスク管理体制の強化 
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５．対処すべき課題 

   経営環境が厳しさを増すなか、収益力の増強や健全性の確保は勿論の事、従来以上に新しい時代に適

応した経営体質の構築が求められております。 

この経営課題に対処すべく、これまで築きあげてきたお客様や地域との繋がり、リレーションシップ

をより強固なものとするとともに、時代の変化に機敏に対応した金融サービスの充実と提供を図るこ

とにより、地域金融機関としての役割を十分果たしていけるよう、役職員一丸となって取り組んでお

ります。  

 

６．コーポレートガバナンスの状況 

   当行は「堅実で健全な経営」を経営理念とし、企業倫理、法令等遵守を営業活動の指針と位置付け活

動しております。 

この基本理念に基づき、地域のお客様が信頼してお取引いただける様、経営の意思決定機能と執行体

制の強化、経営透明性の確保、適時適切な情報開示、自己責任の徹底などコーポレートガバナンスの充

実・強化に取り組んでおります。 

   

Ⅲ．経営成績および財政状態 
 １．当会計年度の概要 

当期におけるわが国経済は、輸出の増加や企業収益の大幅回復により、景気は好調を維持し、さらに

国内需要も、消費マインドの改善などにより、個人消費が底堅く推移しました。 

企業の業況感も、大企業・中小企業ともに、製造業だけでなく非製造業においても底堅さが鮮明になり

ました。静岡県・神奈川県の地域経済におきましても、景気は底堅く、設備投資や収益状況も改善され

る中での決算となりました。 

このような状況下、当行は第 5 次中期経営計画『ＳＣＢ：パワーアップ』の諸施策を推進し、お取

引先や地域の皆さまのご支援のもと、収益力の強化、営業基盤の拡大に努めて参りました結果、次のよ

うな成果をあげることができました。 

 
（１）連結ベースの経営成績 

① 利益 
連結経常収益は前年度比２９３百万円増収の１１，１２３百万円、連結経常費用は前年度比△３９２

百万円減少の８，７４４百万円となりました。この結果、連結経常利益は前年度比６８６百万円増益の   

２，３７８百万円となり、連結当期純利益は前年度比３１１百万円増益の１，２６１百万円となりまし

た。 

 
② 通期の見通し 

連結の平成１９年３月期通期の業績は、連結経常収益１０，６００百万円、連結経常利益１，８２０ 

百万円 、連結当期純利益１，１００百万円を見込んでおります｡ 
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（２）単体の経営成績 

  ① 預金・貸出金 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開、個人預金を中心に積極的な営業活

動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の預金残高は前年度末に比べ１，７９４百万円 ０．４％ 増加し ４２２，７８５百万

円となり、個人預金は前年度末に比べ１，０８４百万円 ０．３％ 増加となりました。 

貸出金につきましては、地域の中小企業や個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニーズに積極的

に対応すべく営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の貸出金残高は前年度末に比べ１，４８８百万円０．４％増加し３５５，２６９百万

円となりました。中小企業等向け貸出金は前年度末に比べ１，１３７百万円０．３％増加し、 

３１９，８２９百万円となり、貸出金に占める中小企業等向け貸出金の比率は９０．０２％となりまし

た。 
 

 ② 利益 

損益面につきましては、お取引先の資金需要や貸出利回りが堅調であったことなどにより予想を上回

り本業の預貸利益が堅調に推移、および有価証券利息配当金の増加したことなどにより「資金運用収益」

が増加、「役務取引等収益」や「その他経常収益」も増加したことにより、経常収益は前年度比３００百

万円２．７％増収の１１，０８５百万円となりました。 

経常利益においては、「資金運用収益」「役務取引等収益」の増加などにより「経常収益」が増加、一般

貸倒引当金繰入額が戻入超過および個別貸倒引当金繰入額が減少したことにより貸倒引当金繰入額が減

少し「経常費用」が大幅に減少した結果、前年度比８６２百万円４８．５％増益の２，６４０百万円と

なりました。 

また、お客さまの利便性向上やニ-ズにあったシステム投資を実施するなか、経営の効率化、経費節減な 

どに努め、必要な諸償却、諸引当金繰入などを実施し、当期純利益として１，１５９百万円を計上、前 

年度比１８１百万円１８．５％の増益とすることができました。 

 

③ 通期の見通し 

     平成１９年３月期通期の業績は、経常収益１０，５００百万円、経常利益１，８３０百万円、当期純 

利益１，１１０百万円を見込んでおります｡ 
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株式会社 静岡中央銀行

連 結 貸 借 対 照 表 （平成１８年３月３１日）  

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

現 金 預 け 金 37,653 預 金 422,199

コールローン及び買入手形 9,000 譲 渡 性 預 金 -

買 入 金 銭 債 権 - コールマネー及び売渡手形 -

商 品 有 価 証 券 - 借 用 金 -

金 銭 の 信 託 - 外 国 為 替 -

有 価 証 券 57,461 社 債 -

貸 出 金 355,269 転 換 社 債 -

外 国 為 替 - 信 託 勘 定 借 -

そ の 他 資 産 1,220 そ の 他 負 債 3,936

動 産 不 動 産 9,341 賞 与 引 当 金 439

繰 延 税 金 資 産 - 退 職 給 付 引 当 金 1,732

連 結 -調 整 勘 定 特 別 法 上 の 引 当 金 -

支 払 承 諾 見 返 740 繰 延 税 金 負 債 238

貸 倒 引 当 金 △4,326 再評価に係る繰延税金負債 2,287

連 結 調 整 勘 定 -

支 払 承 諾 740

負 債 の 部 合 計 431,576

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 -

( 資 本 の 部 )

資 本 金 2,000

資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 24,056

土 地 再 評 価 差 額 金 3,578

その他有価証券評価差額金 5,148

資 本 の 部 合 計 34,784

資 産 の 部 合 計 466,360
負債、少数株主持分及び
資 本 の 部 合 計 466,360

（注）貸借対照表の注記別紙
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 注１．  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２．  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算

定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有

価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

 

３． 当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

          連結される子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しており

ます。 

 

４． 自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額

法により償却しております。 

   ５．  当行の外貨建資産・負債勘定は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

  ６．  当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載さ

れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を

計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務

者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過

去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

          すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

          なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 

１，８９８百万円であります。 

          連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

 

    ７．  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年

度に帰属する額を計上しております。 

 

８．   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のと

おりであります。 

          過去勤務債務          発生年度に一時費用処理 

          数理計算上の差異      各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理       

  

  ９．  当行並びに国内の連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

  10.   当行並びに国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

      ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。 

 

11．  当行の取締役及び監査役に対する金銭債権総額       該当ありません。 

 

12.   当行の取締役及び監査役に対する金銭債務総額       該当ありません。 

 

    13.   動産不動産の減価償却累計額           ５,０２３百万円 

 

    14.   動産不動産の圧縮記帳額                  ２９４百万円 

 

  15.   貸出金のうち、破綻先債権額は１,８９３百万円、延滞債権額は８,９０９百万円であります。 

          なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利 

        息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。 
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        以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項 

        第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

          また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを 

        目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 

  16.   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１１７百万円であります。 

      なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で 

        破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 

  17.   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２,２００百万円であります。 

      なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払   

        猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 

        ３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 

    18.   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１３,１２１百万円であり

ます。 

なお、15.から 18.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

  19.   手形割引は、銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）に基づき金融取引として処理して

おります。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担

保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は９,３２７百万円であります。 

 

    20.   担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

            有価証券           ２,４６８百万円 

          担保資産に対応する債務 

            預金               １,２４１百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,８８０百万円を差し入れております。 

なお、動産不動産のうち保証金権利金は２１３百万円であります。 

 

    21.   土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

      再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１日公布政令 

                        第１１９号)第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、 

                        当該事業用土地について算出した地価税の課税価格に合理的な調整 

                        を行って算出。 

          同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価の 

帳簿価額の合計額との差額                  ３,５０４百万円 

 

    22.  1 株当たりの純資産額１,４４７円５５銭 

 

23.  有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「株式」 

     「その他の証券」が含まれます。以下２５．まで同様であります。 

     その他有価証券で時価のあるもの 

                         取得原価     連結貸借対照表計上額      評価差額             うち益        うち損 

         株式       ２,０９１百万円         ９,４７５百万円    ７,３８３百万円   ７,３８８百万円      ４百万円 

         債券     ２８,６４６             ２８,２３０           △４１５             ９１         ５０７ 

           国債   １６,２７８             １５,９３８           △３３９             ３０         ３７０ 

           地方債   １,７０８               １,６９４             △１３               ５          １８ 

           社債   １０,６６０             １０,５９７             △６２             ５５         １１８ 

         その他   １６,３５６             １７,８２９          １,４７２         １,５７１           ９９ 

           合計   ４７,０９５             ５５,５３５          ８,４４０         ９,０５１         ６１１ 

         なお、上記評価差額から繰延税金負債３,２９１百万円を差し引いた額５,１４８百万円が「株式等評価差額金」に

含まれております。 

 

24.  当連結会計期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

                        売却額                    売却益             売却損 

                 ４,４３８百万円              ２７７百万円         １７１百万 

－７－ 



25.  時価のない有価証券の連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

           その他有価証券 

                非上場株式（店頭売買株式を除く）            １,０６８百万円 

                その他の証券                                  ８５７百万円 

 

    26.  その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

                            １年以内           １年超５年以内       ５年超１０年以内          １０年超 

        債券         １,３３７百万円          ７,５１０百万円      １１,７１６百万円   ７,６６７百万円 

          国債          ３６４                ２,７１６              ６,１６０         ６,６９７ 

          地方債        １４３                   ８４５                ７０６               － 

          社債         ８３０                ３,９４８              ４,８４９           ９６９ 

        その他           －                  ４９８              ２,９８７            ６４２ 

             合計    １,３３７               ８,００８            １４,７０３         ８,３０９ 

 

27.   当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、２,７６９百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意

の時期に無条件で取消可能のものが２,７６９百万円あります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時

において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている

行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

  

28.   当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

            退職給付債務                             △２,６４７百万円                   

            年金資産（時価）                              ８７８百万円 

            未積立退職給付債務                       △１,７６９百万円 

            未認識数理計算上の差異                         ３６百万円 

            連結貸借対照表計上額の純額               △１,７３２百万円 

                    退職給付引当金                   △１,７３２百万円 

 

29.  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成１５

年１０月３１日）を当連結会計年度から適用しております。これにより税引等調整前当期純利益は２３８百万円減

少しております。 

   なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第 10 号）に基づき減価償却累計額を直接控

除により表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 

 

30.  連結貸借対照表の資産及び負債の分類は、｢銀行法施行規則｣（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）に準拠しております。 
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株式会社   静岡中央銀行

連結損益計算書

平成１７年 ４ 月 １ 日 から

平成１８年 ３ 月３１日 まで

（単位：百万円）

科 目 金                         額

経 常 収 益 11,123

資 金 運 用 収 益 9,804

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） (8,475)

（うち有価証券利息配当金） (1,322)

役 務 取 引 等 収 益 921

そ の 他 業 務 収 益 29

そ の 他 経 常 収 益 367

経 常 費 用 8,744

資 金 調 達 費 用 119

（ う ち 預 金 利 息 ） (116)

役 務 取 引 等 費 用 596

そ の 他 業 務 費 用 171

営 業 経 費 6,917

そ の 他 経 常 費 用 938

経 常 利 益 2,378

特 別 利 益 384

特 別 損 失 430

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,333

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 881

法 人 税 等 調 整 額 190

少 数 株 主 損 失 -

当 期 純 利 益 1,261

注 １．    記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

２．     １株当たり当期純利益金額  ５０円７６銭

３.   　当期において以下の資産について減損損失を計上しております。

（静岡県内）　　　　主な用途　　　　　　　　種類　　　　　　減損損失

　　　　　　　　　　　　遊休資産　　　　　　　土地　　　　　　　189百万円

（東京都内）　　　　主な用途　　　　　　　　種類　　　　　　減損損失

　　　　　　　　　　　　遊休資産　　　　　　　土地　　　　　　　48百万円

　当行は平成10年３月31日に土地の再評価に関する法律に基づき事業用土地の再評価をおこなって

おりますが、当該再評価後の土地のうち上記の遊休資産については再評価後の地価の下落により含

み損を有しており、将来キャッシュ・フローを生まないことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

238百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

　当行は、管理会計上の最小単位を営業店単位としておりますが、固定資産の減損処理に当たっては、

営業エリアを１単位としてグルーピングを行っております。

　回収可能価額の算定は正味売却価額によっております、正味売却価額は路線価に基づき算定して

おります。

４. 　連結損益計算書の収益及び費用の分類は、｢銀行法施行規則」（昭和57年大蔵蔵省令第10号)に準

拠しております。

－９－



株式会社  静岡中央銀行

連結剰余金計算書

平成１７年 ４ 月 １ 日 から

平成１８年 ３ 月３１日 まで

（単位：  百万円）

科         目 金          額

( 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 0

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 0

( 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 22,735

利 益 剰 余 金 増 加 額 1,483

土地 額 1,261再評価差額金取崩

当 期 純 221利 益

利 益 剰 余 金 減 少 額 162

配 当 金 120

役 員 42賞 与

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 24,056
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                                    株式会社 静 岡 中 央 銀 行                

 

連結キャッシュ・フロー計算書 

平成１７年４月  １日から 

平成１８年３月３１日まで 

（単位：百万円） 

 金     額 

 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金等調整前当期純利益 

   減価償却費 

   貸倒引当金の増加額 

     賞与引当金の増加額 

退職給付引当金の増加額 

   資金運用収益 

   資金調達費用 

   有価証券関係損益(△) 

   動産不動産処分損益(△) 

   貸出金の純増(△)減 

預金の純増減(△) 

     預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 

     コールローン等の純増(△)減 

   資金運用による収入 

   資金調達による支出 

   その他 

              小計 

   法人税等の支払額 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 

   有価証券の売却による収入 

   有価証券の償還による収入 

   動産不動産の取得による支出 

   動産不動産の売却による収入 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

   配当金支払額 

   少数株主への配当金支払額 

   財務活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 

 

２，３３３

４４９

△８４

△１

△２２

△９，８０４

１１９

－

△１４５

△１，６１８

１，７６０

△８８９

△１，３００

９，６９８

△１１６

３８１

７６０

△３１７

４４２

△１２，７７５

５，８６６

６，５４６

△３０５

７６０

９３

△１２１

－

△１２１

４１４

１１，５８７

１２，００２

    注  １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け金」のうち、現金および日銀 

預け金であります。 
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              平 成 １８年 ５月 １９日  

平 成 １ ８ 年 ３ 月 期  個 別 財 務 諸 表 の 概 要  

   

会社名   株式会社  静岡中央銀行 
本社所在地  沼津市大手町四丁目７６番地 

[問合せ先          ] 責任者役職名 取 締 役 企 画 部 長          氏  名  林 道弘 ＴＥＬ055-962-6113 

決 算 取 締 役 会 開 催 日   平成１８年５月１９日           中 間 配 当 制 度 の 有 無     有 

   定 時 株 主 総 会 開 催 日   平成１８年６月２９日          単 元 株 制 度 採 用 の 有 無   無           
   

1．平成１８年３月期の業績(平成１７年４月１日～平成１８年３月３1 日) 

    (１) 経営成績    (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

    百万円  ％   

１１,０８５   (２.７) 

１０,７８５   (０.７) 

     百万円   ％ 

２,６４０   （４８.５） 

１,７７８   （ ９.１） 

      百万円  ％ 

１,１５９   (１８.５) 

  ９７８   （１０.１) 

 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後株

当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率
経常収支率 預金残高 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

円  銭

４６   ５０ 

３９   ００ 

円  銭

― 

― 

％

３.３ 

３.０ 

％

７６.１ 

８３.５ 

   百万円 

４２２,７８５ 

４２０,９９１ 

      (注)①期中平均株式数 １８年３月期 ２４,０００千株 １７年３月期 ２４,０００千株 

②会計処理の方法の変更 有 

③経常収支率＝経常費用/経常収益×１００ 

④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

    (２)配当状況 

１株当たり 年間配当金  

 中 間 期末 

配当金総額

(年間) 
配当性向 

株主資本

配当率 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

円  銭 

５   ００ 

５   ００ 

円  銭

２   ５０ 

２   ５０ 

円  銭

２   ５０ 

２   ５０ 

  百万円

１２０ 

１２０ 

   ％ 

１０.３ 

１２.２ 

   ％ 

０.３ 

０.３ 

      (注)１８年３月期期末配当の内訳 記念配当 －円 －銭、特別配当 －円 －銭 
  

(３)財政状態 

 
総資産 株主資本 株主資本比率

１株当たり 

株主資本 
自己資本比率

 

１８年３月期 

１７年３月期 

   百万円 

４６６,５３７ 

４６１,３００ 

   百万円 

３４,７６８ 

３１,８９２ 

     ％ 

７.４ 

６.９ 

   円 銭 

１,４４６  ８８ 

１,３２７   ９ 

(国内基準) 

１０．９１ 

１０．９１ 

(注)①期中平均株式数 １８年３月期 ２４,０００千株 １７年３月期 ２４,０００千株 

  ②期末自己株式数 １８年３月期    － 株 １７年３月期    － 株 

  ③１８年３月期 単体自己資本比率は速報値であります。 
       

   ２．平成１９年３月期の業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 

１株当たり年間  
経常収益 経常利益 当期純利益

中 間 期 末 

配当金 

 

中間期 

通  期 

百万円

５，１４０ 

１０，５００ 

百万円

８６０ 

１，８３０ 

百万円

５１０ 

１，１１０ 

円 銭

２   ５０ 

― 

円 銭

― 

２   ５０ 

円 銭

― 

 ５   ００ 

     (参考)１株当たり予想当期純利益（通期） ４４円 ４５銭  

      ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、 

今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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株式会社 静岡中央銀行

第１３２期末 （平成１８年３月３１日）  貸 借 対 照 表

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

現 金 預 け 金 37,653 預 金 422,785

現 金 9,356 当 座 預 金 22,908

預 け 金 28,297 普 通 預 金 149,835

コ ー ル ロ ー ン 9,000 貯 蓄 預 金 4,156

買 入 手 形 - 通 知 預 金 1,250

買 入 金 銭 債 権 - 定 期 預 金 233,704

商 品 有 価 証 券 - 定 期 積 金 9,703

金 銭 の 信 託 - そ の 他 の 預 金 1,227

有 価 証 券 57,811 譲 渡 性 預 金 -

国 債 15,938 コ ー ル マ ネ ー -

地 方 債 1,694 売 渡 手 形 -

社 債 10,597 コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー -

株 式 10,893 借 用 金 -

そ の 他 の 証 券 18,686 外 国 為 替 -

貸 出 金 355,269 社 債 -

割 引 手 形 9,327 転 換 社 債 -

手 形 貸 付 47,161 そ の 他 負 債 3,543

証 書 貸 付 271,116 未 決 済 借為 替 130

当 座 貸 越 27,663 未 払 法 等人 税 575

外 国 為 替 - 未 払 費 用 331

そ 資 産の 他 1,011 前 受 収 益 563

未 決 済 為 替 貸 63 従 業 員 預 金り 264

前 払 費 用 36 給 付 補 金て ん 備 2

未 収 収 益 268 そ 債の 他 の 負 1,675

そ の 他 の 資 産 642 賞 与 引 当 金 439

動 産 不 動 産 9,229 退 職 給 付 引 当 金 1,732

土 地 建 物 動 産 8,988 特 別 法 上 の 引 当 金 -

建 設 仮 払 金 27 繰 延 税 金 負 債 238

保 証 金 権 利 金 213 再評価に係る繰延税金負債 2,287

繰 延 税 金 資 産 - 支 払 承 諾 740

再評価に係る繰延税金資産 - 負 債 の 部 合 計 431,769

支 払 承 諾 見 返 740 ( 資 本 の 部 )

貸 倒 引 当 金 △ 3,849 資 本 金 2,000

投 資 損 失 引 当 金 △ 330 資 本 剰 余 金 0

資 本 準 備 金 0

利 益 剰 余 金 24,040

利 益 準 備 金 2,000

任 意 積 立 金 20,358

役員退職積立金 1,000

有価証券償却準備積立金 2,750

別 途 積 立 金 16,608

当 期 未 処 分 利 益 1,681

当 期 純 利 益 1,159

土 地 再 評 価 差 額 金 3,578
その他有価証券評価差額金 5,148

資 本 の 部 合 計 34,768

資 産 の 部 合 計 466,537 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 466,537

（注）貸借対照表の注記別紙
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 注１．  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２．  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決

算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動

平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資

本直入法により処理しております。 

 

３． 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

 

４． 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しておりま 

す。 

 

   ５．  外貨建資産・負債勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

  ６．  貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載さ

れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を

計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務

者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過

去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

          すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

          なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 

１,８９８百万円であります。 

 

  ７.  投資損失引当金は、「監査委員会報告第 71 号」に基づき子会社等の投資に対する損失に備えるため、子会社の財

政状態を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

 

    ８．  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属す

る額を計上しております。 

 

９.   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであり

ます。 

          過去勤務債務          発生年度に一時費用処理 

          数理計算上の差異      各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額を発生の翌期から費用処理        

 

  10．  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

  11.   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

      ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

 

12．  取締役及び監査役に対する金銭債権総額       該当ありません。 

 

13.   取締役及び監査役に対する金銭債務総額       該当ありません。 

 

14.   子会社の株式総額                            ３５０百万円 

 

15.   子会社に対する金銭債権総額                 該当ありません 

 

16.   子会社に対する金銭債務総額                 該当ありません。  

   

    17.   動産不動産の減価償却累計額               ５,００４百万円 
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    18.   動産不動産の圧縮記帳額                      １５３百万円 

 

  19.   貸出金のうち、破綻先債権額は１,８９３百万円、延滞債権額は８,９０９百万円であります。 

          なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利 

        息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。 

        以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項 

        第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

          また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを 

        目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 

  20.   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１１７百万円であります。 

      なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で 

        破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 

  21.   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２,２００百万円であります。 

      なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払   

        猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 

        ３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 

    22.   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１３,１２１百万円であり 

        ます。 なお、18.から 21.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

 

23.   手形割引は、銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）に基づき金融取引として処理して

おります。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担

保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額９,３２７百万円であります。 

 

    24.   担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

          有価証券           ２,４６８百万円 

        担保資産に対応する債務 

          預金               １,２４１百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,８８０百万円を差し入れております。 

なお、動産不動産のうち保証金権利金は２１３百万円であります。 

 

    25. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、  

       評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、  

       これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

      再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１日公布政令 

                        第１１９号)第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、 

                        当該事業用土地について算出した地価税の課税価格に合理的な調整 

                        を行って算出。 

            同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価

後の帳簿価額の合計額との差額                  ３,５０４百万円 

 

    26.  1 株当たりの純資産額        １,４４６円８８銭 

 

    27.  商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、５,１４８百万円であり

ます。 

 

28.  有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「株式」 

     「その他の証券」が含まれます。以下２９．まで同様であります。 

     その他有価証券で時価のあるもの 

                         取得原価       貸借対照表計上額         評価差額             うち益        うち損 

         株式       ２,０９１百万円         ９,４７５百万円    ７,３８３百万円   ７,３８８百万円      ４百万円 

         債券     ２８,６４６             ２８,２３０           △４１５             ９１         ５０７ 

           国債   １６,２７８             １５,９３８           △３３９             ３０         ３７０ 

           地方債   １,７０８               １,６９４             △１３               ５           １８ 

           社債   １０,６６０             １０,５９７             △６２             ５５         １１８ 

         その他   １６,３５６             １７,８２９          １,４７２         １,５７１           ９９ 

             合計 ４７,０９５             ５５,５３５          ８,４４０         ９,０５１         ６１１ 
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  なお、上記評価差額から繰延税金負債３,２９１百万円を差し引いた額５,１４８百万円が「株式等評価差額金」 

に含まれております。 

          有価証券の減損処理については、期末の時価の下落率が簿価の３０％以上であるものを対象としております。 

時価の下落率が簿価の５０％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当することとして減損処理を

行っております。また、時価の下落率が３０％以上５０％未満である場合は直近の下落率が４ヵ月連続で３０％以

上の場合及び直近１年間で下落率が３０％の状態が７ヵ月以上の場合に、減損処理を行っております。 

 

29.  当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

                        売却額                    売却益             売却損 

                ４,４３８百万円              ２７７百万円         １７１百万円 

 

30.  時価のない有価証券の貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

           子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

                子会社・子法人等株式                           ３５０百万円 

           その他有価証券 

                非上場株式（店頭売買株式を除く）            １,０６８百万円 

                その他の証券                                  ８５７百万円 

  当期において、その他有価証券で時価のない株式について４百万円の減損処理を行っております。 

 

    31.  その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

                            １年以内           １年超５年以内       ５年超１０年以内          １０年超 

        債券         １,３３７百万円          ７,５１０百万円      １１,７１６百万円   ７,６６７百万円 

          国債          ３６４                ２,７１６              ６,１６０         ６,６９７ 

          地方債        １４３                   ８４５                ７０６               － 

          社債         ８３０                ３,９４８              ４,８４９           ９６９ 

        その他          －                   ４９８         ２,９８７            ６４２ 

             合計    １,３３７               ８,００８            １４,７０３         ８,３０９ 

 

 

32.   当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、２,７６９百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意

の時期に無条件で取消可能のものが２,７６９百万円あります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保

を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 

33.   当期末における退職給付引当金並びに同引当金と相殺されている退職給付信託における年金資産（未認識数理計

算上の差異を除く）は、それぞれ以下のとおりであります。 

                                               退職一時金           適格退職年金等          合計 

            退職給付引当金                   △１,４６８百万円      △５９1 百万円    △２,０５９百万円 

              （退職給付信託の年金資産控除前）  

            退職給付信託の年金資産                  －                ３２7               ３２７ 

              （未認識数理計算上の差異を除く）                                                    

            退職給付引当金                   △１,４６８            △２６４          △１,７３２ 

              （退職給付信託の年金資産控除後）                                                           

  

34.  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成１５

年１０月３１日）を当期から適用しております。これにより税引前当期純利益は２３８百万円減少しております。 

   なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第 10 号）に基づき減価償却累計額を直接控

除により表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 
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（単位：百万円）
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　当期において以下の資産について減損損失を計上しております。
　　（静岡県内）　　　　主な用途　　　　　　　　種類　　　　　　減損損失
　　　　　　　　　　　　　遊休資産　　　　　　　　土地　　　　　　189百万円
　　（東京都内）　　　　主な用途　　　　　　　　種類　　　　　　減損損失
　　　　　　　　　　　　　遊休資産　　　　　　　　土地　　　　　　48百万円
　当行は平成10年３月31日に土地の再評価に関する法律に基づき事業用の再評価をおこなっておりますが、当該再評価後
の土地のうち上記の遊休資産については再評価後の地価の下落により含み損を有しており、将来キャッシュ・フローを生まな
いことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、238百万円を減損損失として特別損失に計上しております。
　当行は、管理会計上の最小単位を営業店単位としておりますが、固定資産の減損処理に当たっては、営業エリアを１単位
としてグルーピングを行っております。
　回収可能価額の算定は正味売却価額によっております、正味売却価額は路線価に基づき算定しております。

経 常 利 益

経 常 費 用

経 常 収 益
科 目

役 務 取 引 等 費 用

コ － ル － マ ネ － 利 息
借 用 金 利 息

そ の 他 経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額
前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額
利 益 準 備 金 積 立 額

当 期 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

償 却 債 権 取 立 益
そ の 他 の 特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

投 資 損 失 引 当 金
減 損 損 失

３．

２．
 注 １．

支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

　子会社との取引による費用総額  ２８百万円 
　１株当たり当期純利益金額　４６円５０銭

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
当 期 未 処 分 利 益

　子会社との取引による収益総額   ４百万円

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

国 債 等 債 券 売 却 損
そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 の 支 払 利 息

そ の 他 の 特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

そ の 他 の 経 常 費 用

株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却

国 債 等 債 券 償 還 損
国 債 等 債 券 償 却
そ の 他 の 業 務 費 用

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

－１７－

そ の 他 の 受 入 利 息

資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
コ － ル ロ － ン 利 息
買 入 手 形 利 息

資 金 調 達 費 用
預 金 利 息

株 式 等 売 却 益

          株式会社   静岡中央銀行

平成１７年 ４ 月 １ 日 から
第１３２期

金                         額

 損  益  計  算  書
平成１８年 ３ 月３１日 まで

４．

預 け 金 利 息

そ の 他 の 役 務 収 益
そ の 他 業 務 収 益

金 銭 の 信 託 運 用 益
そ の 他 の 経 常 収 益

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益
そ の 他 の 業 務 収 益

貸 出 金 償 却



1,681,729,168

－

1,681,729,168

1,353,100,000

－

(1株につき2円50銭 ) 60,000,000

43,100,000

( う ち 監 査 役 分 ) ( 5,000,000 )

－

1,250,000,000

1,250,000,000

328,629,168

（単位：  円）

次 期 繰 越 利 益

任 意 積 立 金

資 本 金

配 当 金

別 途 積 立 金

役 員 賞 与 金

株式会社  静岡中央銀行

－１８－

第 １３２ 期  （平成１８年 ３ 月３１日 ）  利  益  処  分  案

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金 取 崩 額

科         目 金          額

利 益 準 備 金

利 益 処 分 額

計
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比較貸借対照表 （主 要 内 訳 ） 

                                   (単 位 ： 百 万 円 ) 

科 目  平 成 １ ７ 年 度 末  平 成 １ ６ 年 度 末  比 較  

(資 産 の 部 ) 

 現 金 預 け 金  

 コ ー ル ロ ー ン  

 買 入 手 形  

 買 入 金 銭 債 権  

 商品有価証券 

金 銭 の 信 託  

 有 価 証 券  

 貸 出 金  

 そ の 他 資 産  

 動 産 不 動 産  

 繰延税金資産 

 再評価に係る繰延税金資産  

 支 払 承 諾 見 返  

 貸 倒 引 当 金  

 投 資 損 失 引 当 金  

３ ７ ,６ ５ ３

９ ,０ ０ ０

―

―

―

―

５ ７ ,８ １ １

３ ５ ５ ,２ ６ ９

１ ,０ １ １

９ ,２ ２ ９

―

―

７ ４ ０

△ ３ ,８ ４ ９

△ ３ ３ ０

３ ６ ,３ ４ ９

７ ,２ ０ ０

―

５ ０ ０

―

―

５ ４ ,６ ９ ０

３ ５ ３ ,７ ８ １

１ ,１ ２ ５

９ ,７ ０ １

１ ,２ ９ ４

―

８ ５ ６

△ ４ ,１ ９ ８

―

１ ,３ ０ ４

１ ,８ ０ ０

―

△ ５ ０ ０

―

―

３ ,１ ２ ０

１ ,４ ８ ８

△ １ １ ４

△ ４ ７ ２

△ １ ,２ ９ ４

―

△ １ １ ５

３ ４ ９

△ ３ ３ ０

 資 産 の 部 合 計  ４ ６ ６ ,５ ３ ７ ４ ６ １ ,３ ０ ０ ５ ,２ ３ ７

(負 債 の 部 ) 

 預 金  

 借 用 金  

 そ の 他 負 債  

賞与引当金 

退 職 給 付 引 当 金  

 特 別 法 上 の 引 当 金  

 繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

 支 払 承 諾  

 

４２２,７８５

―

３,５４３

４３９

１,７３２

―

２３８

２,２８７

７４０

 

４２０,９９１

―

２,９３５

４４０

１,７５５

―

―

２,４２９

８５６

１ ,７ ９ ４

―

６０８

△１

△ ２ ２

―

２３８

△１４１

△ １ １ ５

 負 債 の 部 合 計  ４ ３ １ ,７ ６ ９ ４ ２ ９ ,４ ０ ８ ２ ,３ ６ ０

(資 本 の 部 ) 

 資 本 金  

 資 本 剰 余 金  

 利 益 剰 余 金  

      利 益 準 備 金    

    任 意 積 立 金  

    当 期 未 処 分 利 益  

      当 期 純 利 益  

 土 地 再 評 価 差 額 金  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

 

２ ,０ ０ ０

０

２ ４ ,０ ４ ０

２ ,０ ０ ０

２ ０ ,３ ５ ８

１ ,６ ８ １

１ ,１ ５ ９

３ ,５ ７ ８

５ ,１ ４ ８

２ ,０ ０ ０

０

２ ２ ,８ ２ １

２ ,０ ０ ０

１ ９ ,４ ５ ８

１ ,３ ６ ２

９ ７ ８

３ ,８ ０ ０

３ ,２ ６ ９

 

―

―

１ ,２ １ ８

―

９ ０ ０

３ １ ８

１ ８ １

△ ２ ２ １

１ ,８ ７ ９

 資 本 の 部 合 計  ３ ４ ,７ ６ ８ ３ １ ,８ ９ ２ ２ ,８ ７ ６

 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計  ４ ６ ６ ,５ ３ ７ ４ ６ １ ,３ ０ ０ ５ ,２ ３ ７

 

 

 

－１９－  
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比較損益計算書 （主 要 内 訳 ） 
 

                                  (単位：百万円) 

科     目 平成１７年度 平成１６年度 比    較 

 経常収益 １１,０８５ １０,７８５ ３００

 資金運用収益 

  (うち貸出金利息) 

  (うち有価証券利息配当金) 

 役務取引等収益 

 その他業務収益 

 その他経常収益 

９,８０６

８,４７７

１,３２３

８８１

２９

３６８

９,７１４

８,６１６

１,０９２

８６５

１０７

９７

９１

△１３８

２３０

１５

△７７

２７０

 経常費用 ８,４４４ ９,００７ △５６２

 資金調達費用 

  (うち預金利息) 

 役務取引等費用 

 その他業務費用 

 営業経費 

 その他経常費用 

１１９

１１６

６０７

１７１

６,８９４

６５０

１２２

１１８

５２１

６７

６,７６５

１,５３０

△２

△２

８５

１０４

１２９

△８７９

 経常利益 ２,６４０ １,７７８ ８６２

 特別利益 

 特別損失 

１８６

６１８

１８

２８５

１６８

３３２

 税引前当期純利益 

 法人税・住民税及び事業税 

 法人税等調整額 

 当期純利益 

２,２０８

８５９

１９０

１,１５９

１,５１０

４２６

１０６

９７８

６９８

４３３

８３

１８１

 前期繰越利益 

 土地再評価差額金取崩額 

 中間配当額 

 利益準備金積立額 

 当期未処分利益 

３６０

２２１

６０

―

１,６８１

３４９

９５

６０

―

１,３６２

１１

１２６

―

―

３１８

 

 
 
 

－２０－ 
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役 員 の 異 動  
 

 

 

株式会社 静岡中央銀行では平成１８年５月１９日取締役会において、下記のとおり

役員の異動を内定いたしましたのでお知らせ致します。 

なお、これにつきましては、来る平成１８年６月２９日開催予定の定時株主総会終了

後に開催される取締役会において選任の予定です。 

 

記 

 

１．新任役員候補 

（１）新任取締役候補 

      青
あお

 木
き

  勲
いさお

 

  

（２）新任監査役候補 

      山
やま

 本
もと

  昭
あき

 男
お

 

       

      なお、新任監査役候補 山本昭男は、社外監査役候補であります。 

 

２．退任予定役員 

（１）退任予定取締役 

          山
やま

 田
だ

  徳
とく

 二
じ

 

           

 

 

 

 

 

尚、新任取締役候補者、新任監査役候補者の略歴は別紙の通りです。 

 

   

 

 

 

 

－２１－  



 

 

 

新任取締役候補者 略 歴 

   

 

 

氏 名     青
あお

 木
き

  勲
いさお

 

 

生年月日      昭和２０年  ３月１２日（６１才） 

 

学  歴       昭和３８年  ３月  静岡県立  沼津商業高校卒業    

 

職  歴       昭和３８年  ４月  株式会社静岡相互銀行(現静岡中央銀行)入行  

 

平成  ２年  ４月  事務部システム開発課 課長  

 

平成１５年 ８月  システム部 部長（現在） 
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新任監査役候補者 略 歴 

   

 

 

氏 名     山
やま

 本
もと

  昭
あき

 男
お

 

 

生年月日      昭和１９年  １月１７日（６２才） 

 

学  歴       昭和４１年  ３月  一橋大学商学部卒業    

 

職  歴       昭和４１年  ４月  株式会社三和銀行(現三菱東京 UFJ 銀行 )入行  

 

平成  元年  ２月  同  資本市場本部市場営業部長 

 

平成  ５年１１月 同  横浜支店長  

 

平成  ８年  ５月  三和キャピタル(株 )専務取締役 

 

平成１４年 ６月   (株 ) UFJ キャピタル常勤監査役 

 

平成１７年１０月  三菱  UFJ キャピタル(株 )常勤監査役(現在 ) 
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Ⅰ．平成１７年度決算の概況

１．損益の状況 単・連 1

２．業務純益 単 2

３．利鞘 単 2

４．有価証券関係損益 単 2

５．有価証券の評価損益 単・連 3

６．退職給付関係 単 4

７．自己資本比率（国内基準） 単・連 5

８．ＲＯＥ 単 5

Ⅱ．貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況 単・連 6

２．貸倒引当金等の状況 単・連 6

３．リスク管理債権に対する引当率 単・連 7

４．金融再生法開示債権 単 7

５．金融再生法開示債権の保全状況 単 7

６．自己査定の状況 単 8

７．業種別貸出状況等 単 9

　①業種別貸出金

　②消費者ローン残高

　③中小企業等貸出比率

８．預金・貸出金の残高 単 9

株式会社    静岡中央銀行
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……………………
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……………………

……………………

平成１７年度
 決 算 説 明 資 料
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Ⅰ．平成１７年度決算の概況 

 

１．損  益  の  状  況 【単体】                                      (単位：百万円) 

  
１８ 年 ３月 期 

１７年３月期比 
１７ 年 ３月 期 

業務粗利益 ９，８１８ △１５７ ９，９７６

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ９，９６０ ２３ ９，９３６
国内業務粗利益 ９，７４４ △１４８ ９，８９２
(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ９，８８７ ３３ ９，８５３

資金利益 ９，６１３ １０３ ９，５０９
役務取引等利益 ２７３ △６９ ３４３
特定取引利益 ― ― ―
その他業務利益 △１４２ △１８１ ３９

 

（うち国債等債券損益） △１４２ △１８１ ３９

国際業務粗利益 ７３ △９ ８３
(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ７３ △９ ８３

資金利益 ７３ △９ ８３
役務取引等利益 ― ― ―
特定取引利益 ― ― ―
その他業務利益 ― ― ―

 

 

（うち国債等債券損益） ― ― ―

経費（除く臨時処理分） ６，８４１ ２０３ ６，６３８
人件費 ４，０７８ ５４ ４，０２４
物件費 ２，４４７ １３１ ２，３１５

 

税金 ３１５ １７ ２９８

業務純益（一般貸倒繰入前） ２，９７６ △３６１ ３，３３７
(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ３，１１８ △１７９ ３，２９８

一般貸倒引当金繰入額 △４９８ △１６７ △３３１
業務純益 ３，４７５ △１９３ ３，６６９
 うち国債等債券損益(５勘定尻) △１４２ △１８１ ３９
臨時損益 △８３４ １，０５６ △１，８９１

うち株式等損益(３勘定尻) ２４８ ２４６ １
うち不良債権処理額 １，０６３ △７４６ １，８１０

貸出金償却  ０ ０ ０
個別貸倒引当金純繰入額 ９１９ △７０３ １，６２３
共同債権買取機構売却損 ― ― ―
延滞債権等売却損 ― ― ―
債権売却損失引当金繰入額 ― ― ―

 

その他の債権売却損等 １４４ △４３ １８７
その他臨時損益 △１９ ６３ △８２

 

 うち退職給付費用 ４６ △３ ４９
経常利益 ２，６４０ ８６２ １，７７８
特別損益 △４３１ △１６４ △２６７

うち動産不動産処分損益 ９０ ３７４ △２８３
動産不動産処分益 １４０ １３７ ２ 
動産不動産処分損 ４９ △２３６ ２８５

 

うち退職給付会計基準変更時差異償却 ― ― ―
税引前当期純利益 ２，２０８ ６９８ １，５１０
法人税、住民税及び事業税 ８５９ ４３３ ４２６
法人税等調整額 １９０ ８３ １０６
当期純利益 １，１５９ １８１ ９７８

 

【連結】                                                     (単位：百万円) 

   
１８ 年 ３ 月 期 

１７年３月期比 
１７ 年 ３月 期 

経常利益 ２，３７８          ６８６ １，６９２

当期純利益        １，２６１           ３１１ ９４９

 
 

－１－ 
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２．業務純益　　【単体】 （単位：百万円）

１７年３月期比

（１）業務純益 3,475 △193 3,669

（２）業務純益（一般貸倒繰入前） 2,976 △361 3,337

（３）コア業務純益 3,118 △179 3,298

３．利鞘　　【単体】 （単位：％）

１７年３月期比

（１）資金運用利回　（A） 2.26 0.01 2.25

(イ）貸出金利回 2.39 △0.04 2.43

(ロ）有価証券利回 2.56 0.28 2.28

（２）資金調達原価　（B) 1.67 0.04 1.63

(イ）預金等利回 0.02 0.00 0.02

(ロ）外部負債利回 － － －

（３）総資金利鞘　　　　（A)　－　（B) 0.59 △0.03 0.62

４．有価証券関係損益　　【単体】 （単位：百万円）

１７年３月期比

国債等関係損益　（５勘定尻） △142 △181 39

売却益 29 △77 107

償還益 - - －

売却損 171 103 67

償還損 0 0 －

償却 － － －

１７年３月期比

株式等損益　（３勘定尻） 248 246 1

売却益 248 242 6

売却損 - △0 0

償却 - △4 4

１８年３月期 １７年３月期

－２－

１８年３月期 １７年３月期

１８年３月期 １７年３月期

１８年３月期 １７年３月期



                                     株 式 会 社  静 岡 中 央 銀 行  

 

 

５．有価証券の評価損益 
 

①有価証券の評価基準             

その他有価証券                時価法（評価差額を全部資本直入） 

 

②評価損益 

        【単体】                                                                             (金額単位：百万円) 

１８年３月末 １７年３月末 

  

                 

 
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 ８，４４０ ９，０５１ ６１１ ５，３５９ ５，４４２ ８３

株      式 ７，３８３ ７，３８８ ４ ４，３６１ ４，３７３ １１ 

債      券 △４１５ ９１ ５０７ ６５４ ６６４ １０

国    債 △３３９ ３０ ３７０ ３９３ ３９３ ０

地 方 債 △１３ ５ １８ ３９ ３９ ０

 

社    債 △６２ ５５ １１８ ２２１ ２３１ ９

 

そ の 他 １，４７２ １，５７１ ９９ ３４３ ４０５ ６１

             

（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との 

    差額を計上しています。 

 

      【連結】                                                                             (金額単位：百万円) 

１８年３月末 １７年３月末 

  

                 

 
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 ８，４４０ ９，０５１ ６１１ ５，３５９ ５，４４２ ８３

株      式 ７，３８３ ７，３８８ ４ ４，３６１ ４，３７３ １１ 

債      券 △４１５ ９１ ５０７ ６５４ ６６４ １０

国    債 △３３９ ３０ ３７０ ３９３ ３９３ ０

地 方 債 △１３ ５ １８ ３９ ３９ ０

 

社    債 △６２ ５５ １１８ ２２１ ２３１ ９

 

そ の 他 １，４７２ １，５７１ ９９ ３４３ ４０５ ６１

 

（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との 

    差額を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

－３－ 
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６．退職給付関係 
 

 

①退職給付債務に関する事項 

                                                                          （金額単位：百万円） 

  第 132 期 

（平成１８年３月３１日現在） 

第 131 期 

（平成１７年３月３１日現在）

退職給付債務                            （Ａ） △２，６４７ △２，５２２

年金資産                                （Ｂ） ８７８ ６９１

未積立退職給付債務      （Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） △１，７６９ △１，８３１

会計基準変更時差異の未処理額            （Ｄ） ― ―

未認識数理計算上の差異                  （Ｅ） ３６ ７６

未認識過去勤務債務                      （Ｆ） ― ―

貸借対照表計上額純額    （Ｇ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ） △１，７３２ △１，７５５

前払年金費用                            （Ｈ） ― ―

退職給付引当金                    （Ｇ）＋（Ｈ） △１，７３２ △１，７５５

      (注)１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

     

②退職給付費用に関する事項 

                                                                          （金額単位：百万円） 

 第 132 期 

（平成１８年３月３１日現在） 

第 131 期 

（平成１７年３月３１日現在）

勤務費用 １２１ １２３

利息費用 ６３ ６３

期待運用収益 △７ △７

過去勤務債務の費用処理額 ― ―

数理計算上の差異の費用処理額 ４６ ４９

会計基準変更時差異の費用処理額 ― ―

その他 ― ―

退職給付費用 ２２３ ２２６

         

      

③退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

                                                                           

 第 132 期 

（平成１８年３月３１日現在） 

第 131 期 

（平成１７年３月３１日現在）

(１)割引率 １．５０％ ２．５０％

(２)期待運用収益率 ２．５０％ ３．００％

(３)退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 勤務期間を基準とする方法

(４)過去勤務債務の額の処理年数 一括費用処理 一括費用処理

(５)数理計算上の差異の処理年数 ５年 ５年

(６)会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理 一括費用処理

 

 

 

 

 

 

 

 

－４－ 
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７．自己資本比率（国内基準）　…速報値・・・

【単体】 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

10.91% 0.01% 0.00% 10.90% 10.91%

9.38% 0.07% 0.10% 9.31% 9.28%

（２） T i e rⅠ 25,938 571 1,217 25,366 24,720

（３） T i e rⅡ 4,211 △116 △116 4,328 4,328

（４）控除項目 - - - - -

（５）自己資本（２）+（３）-（４） 30,150 454 1,101 29,695 29,049

（６）リスクアセット 276,276 4,004 10,111 272,271 266,164

【連結】 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

10.95% 0.08% 0.07% 10.87% 10.88%

9.39% 0.11% 0.13% 9.28% 9.26%

（２） T i e rⅠ 25,954 683 1,319 25,270 24,634

（３） T i e rⅡ 4,293 △33 △33 4,327 4,327

（４）控除項目 - - - - -

（５）自己資本（２）+（３）-（４） 30,248 649 1,286 29,598 28,961

（６）リスクアセット 276,181 4,075 10,225 272,106 265,956

８．ROE　【単体】 （単位：％）

１７年３月期比

業務純益ベース 11.40 △0.99 12.39

当期純利益ベース 3.80 0.50 3.30

１７年９月末 １７年３月末

（１） 自 己 資 本 比 率

        うちT i e rⅠ比率

（１） 自 己 資 本 比 率

        うちT i e rⅠ比率

    １８年３月末

    １８年３月末 １７年９月末 １７年３月末

１７年３月期

－５－

    １８年３月期



株式会社  静岡中央銀行

Ⅱ．貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

※部分直接償却実施後

【単体】 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

13,121 △257 1,493 13,378 11,627

1,893 △13 △65 1,907 1,959

8,909 750 2,714 8,158 6,195

117 △56 △53 174 171

2,200 △938 △1,100 3,139 3,301

355,269 2,589 1,488 352,680 353,781

１７年９月末比 １７年３月末比

3.69 △0.10 0.41 3.79 3.28

0.53 △0.01 △0.02 0.54 0.55

2.50 0.19 0.75 2.31 1.75

0.03 △0.01 △0.01 0.04 0.04

0.61 △0.28 △0.32 0.89 0.93

【連結】

１７年９月末比 １７年３月末比

13,121 △257 1,493 13,378 11,627

1,893 △13 △65 1,907 1,959

8,909 750 2,714 8,158 6,195

117 △56 △53 174 171

2,200 △938 △1,100 3,139 3,301

355,269 2,589 1,488 352,570 353,651

１７年９月末比 １７年３月末比

3.69 △0.10 0.41 3.79 3.28

0.53 △0.01 △0.02 0.54 0.55

2.50 0.19 0.75 2.31 1.75

0.03 △0.01 △0.01 0.04 0.04

0.61 △0.28 △0.32 0.89 0.93

２．貸倒引当金の状況

【単体】 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

3,849 △330 △349 4,179 4,198

1,644 △369 △498 2,014 2,143

2,204 39 149 2,165 2,055

【連結】 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

4,326 △92 △84 4,418 4,410

1,727 △312 △440 2,039 2,167

2,599 220 356 2,379 2,243

１７年３月末

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

１７年９月末

貸 出 条 件 緩 和 債 権

（貸出金残高比）（単位：％）     １８年３月末

リ ス ク 管 理 債 権

１７年３月末

貸出金残高（末残）

    １８年３月末 １７年９月末

リ ス ク 管 理 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

    １８年３月末 １７年９月末 １７年３月末

リ ス ク 管 理 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

１７年９月末

貸出金残高（末残）

（貸出金残高比）（単位：％）     １８年３月末 １７年９月末 １７年３月末

リ ス ク 管 理 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

１７年３月末

    １８年３月末 １７年９月末 １７年３月末

個 別 貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

    １８年３月末

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

－６－
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３．リスク管理債権に対する引当率

【単体】

１７年９月末比 １７年３月末比

13,121 △257 1,493 13,378 11,627

8,932 △157 1,612 9,089 7,320

2,904 △96 △25 3,000 2,929

22.13 △0.30 △3.06 22.43 25.19

90.21 △0.16 2.07 90.37 88.14

【連結】

１７年９月末比 １７年３月末比

13,121 △257 1,493 13,378 11,627

8,932 △157 1,612 9,089 7,320

2,904 △96 △25 3,000 2,929

22.13 △0.30 △3.06 22.43 25.19

90.21 △0.16 2.07 90.37 88.14

４．金融再生法開示債権  【単体】 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

13,144 △293 1,506 13,438 11,637

3,032 81 42 2,951 2,990

7,793 672 2,619 7,120 5,173

2,319 △1,047 △1,155 3,366 3,474

356,250 2,556 1,433 353,693 354,817

（単位：％）

１７年９月末比 １７年３月末比

3.68 △0.11 0.41 3.79 3.27

0.85 0.02 0.01 0.83 0.84

2.18 0.17 0.73 2.01 1.45

0.65 △0.30 △0.32 0.95 0.97

５．金融再生法開示債権の保全状況  【単体】 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

11,861 △303 1,600 12,163 10,260

2,912 △108 △26 3,020 2,938

8,948 △194 1,626 9,143 7,322
（単位：％）

90.23 △0.28 2.07 90.51 88.16

１７年３月末

保全率（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

リスク管理債権（Ａ）

保全率（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

    １８年３月末

引当率（Ｃ／Ａ）

    １８年３月末 １７年９月末

１７年９月末

リスク管理債権（Ａ）

担保・保全等（Ｂ）

貸倒引当金（Ｃ）

引当率（Ｃ／Ａ）

担保・保全等（Ｂ）

貸倒引当金（Ｃ）

１７年３月末

開 示 債 権 計

破産更生債権およびこれら
に準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

（総与信に占める比率）     １８年３月末 １７年９月末

開 示 債 権 計

破産更生債権およびこれら
に準ずる債権

保全率(保全額／開示債権額)

保 全 額

危 険 債 権

要 管 理 債 権

総 与 信 残 高

１７年３月末

貸 倒 引 当 金

担 保 等 の 保 全

－７－

（単位：百万円・％）

（単位：百万円・％）

    １８年３月末 １７年９月末 １７年３月末

１７年３月末

    １８年３月末 １７年９月末
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６．自己査定の状況 【単体】

区分 担保・保証 区分

非 Ⅱ Ⅲ Ⅳ 与信残高 による 引当額 保全率 貸出金 残高

分類 分類 分類 分類 保全額 残高

破産・更生 破綻先

（416） 債権および 債権

これらに

準ずる債権

（295） 3,032

危険債権

（1,484） 7,793

3ヵ月以上

要管理債権 延滞債権

要管理先 2,319 貸出条件

緩和債権

小計

13,144 合計

正常債権       総貸出に占める

      リスク管理債権

343,105

総与信合計

325,811 29,802 636 356,250

（1,484） （711）

注１．貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸付金未収利息

注２．自己査定結果（債務者区分別）における（      ）内は分類額に対する引当額です。

 破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済みです。

636

274,494

3,283

23,543

560

43,543

356,250

274,494

要管理先以
外の要注意

先

67,086

正常先

総与信合計

5,671

1,914

7,793

1,117
－

破綻懸念先

740 －

5,200 1,956

8,948 2,912 90.23%

3,843

715 72.08%

－８－

実質破綻先

要
注
意
先

8,909

838

1,484 91.83%

956

3.69%

1,893

117

2,200

13,121

      比率は

延滞債権

100.00%

279

リスク管理債権

単位：百万円

区分

破綻先

分類

2,320

3.68%

      総与信に占める

      金融再生法開示

      基準による不良

      債権比率は

開示基準別の分類・保全状況

与信残高

1,174

711

－

－

自己査定結果(債務者区分別） 金融再生法の開示基準
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７．業種別貸出状況等 【単体】

①業種別貸出金 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

355,269 2,589 1,488 352,680 353,781

46,619 △1,550 △1,778 48,169 48,397

514 △140 △162 654 676

17 △3 △7 20 24

68 △16 2 84 66

100 △16 △56 116 156

37,186 235 △433 36,951 37,619

- △28 - 28 -

238 87 100 151 138

運輸業 9,594 153 237 9,441 9,357

16,350 328 265 16,022 16,085

小売業 20,054 △1,200 △3,149 21,254 23,203

16,337 1,014 860 15,323 15,477

75,520 7,226 9,291 68,294 66,229

61,116 △2,190 2,006 63,306 59,110

560 △23 △107 583 667

70,990 △1,266 △5,579 72,256 76,569

②消費者ローン残高 （単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

61,531 △924 △4,063 62,455 65,594

56,563 △106 △1,812 56,669 58,375

4,968 △818 △2,251 5,786 7,219

③中小企業等向け貸出・比率 （単位：百万円・％）

１７年９月末比 １７年３月末比

319,829 2,221 1,137 317,608 318,692

90.02 △0.03 △0.06 90.05 90.08

８．預金、貸出金の残高 【単体】
（単位：百万円）

１７年９月末比 １７年３月末比

422,785 1,520 1,794 421,265 420,991

307,745 △591 1,084 308,336 306,661

415,836 △203 3,105 416,039 412,730

308,108 138 1,021 307,969 307,086

355,269 2,589 1,488 352,680 353,781

353,773 1,176 △160 352,597 353,934

貸   出   金（末  残）

               （平  残）

１７年９月末 １７年３月末

預         金（末  残）

               （平  残）

内個人預金

内個人預金

情報通信業

卸売業

各種サービス業

地方公共団体

その他

金融・保険業

不動産業

   国          内

製造業

農業

林業

漁業

鉱業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

    １８年３月末 １７年９月末 １７年３月末

１７年９月末 １７年３月末

－９－

    １８年３月末 １７年９月末 １７年３月末

消 費 者 ロ ー ン 残 高

内 住 宅 ロ ー ン 残 高

う ち そ の 他 ロ ー ン 残 高

    １８年３月末

    １８年３月末

中 小 企 業 等 向 け 貸 出 額

中 小 企 業 等 貸 出 比 率
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